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はじめに

　人口減少・少子高齢化に直面する我が国の最重要課題である「地方創生」において、

観光は地域を活性化させる原動力となるという観点から、2015年に地域経営の視点

に立った観光地域づくりの司令塔としての役割を担う観光地域づくり法人（DMO：

Destination Management/Marketing Organization）の登録制度が創設されました。

　制度創設以来、各地域において観光地域づくりに関する取組が進められてきました

が、その一方で、DMO がその役割を果たすべく自立的・継続的に活動するためには、

安定的な運営資金の確保が重要であるものの、多くの DMO では課題が見られるところ

です。このため、観光庁としては、今般、DMO の財務責任者（CFO：Chief Financial 

Officer）をはじめとする職員の方々向けにガイドブックを作成いたしました。

　このガイドブックは自主財源（特定財源（地方税（宿泊税、入湯税等）、負担金）、公

物管理受託、収益事業（物販、着地型旅行商品の造成・販売等）、会費）、行政からの補

助金等について幅広く詳細に解説をしており、多様かつ安定的な財源の確保を図るべ

く、DMO の職員だけでなく、これから DMO に登録予定の民間団体等の担当者の皆様

にも活用していただける内容となっております。

　観光地域づくりに熱意を持って取り組む皆様が、本書を活用することによって、

DMO の安定的な運営資金の確保を図り、さらに自立的・継続的に観光地域づくりに取

り組めれば幸いです。
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■ 利益相反取引　4-4-（５）
利益相反取引とは、取締役が会社の利益を犠牲にし
て、自己または第三者の利益を図るような取引のこ
とです。このような取引が発生する場合には取締役
会の承認を得る必要があります。例えば、A社の取
締役であるX氏がB社の代表取締役でもある場合、
A社とB社が取引をする際、A社からみて、X氏は、
A社の契約相手であるB社の代表として契約行為を
行うことになります。そのため、X氏は第三者のため
に取引するものとして、A社の承認が必要となりま
す。DMOは地元事業者が、理事や役員に就任する
ことが多くあるため、利益相反取引に関する規定を
設けることが望ましいと言えます。

■ KPI　4-5-（３）
KPI（Key Performance Indicator）は、組織の目
標を達成するための重要な業績評価の指標です。達
成状況を数値で把握することで、目標達成に対する
現在の状況を把握します。目標値とのズレが生じた
場合には、原因を分析し軌道修正することも必要で
す。観光庁のDMOガイドラインでは延べ宿泊者
数、旅行消費額、来訪者満足度、リピーター率が必
須KPIとして位置付けられています。このほかにも
DMOの戦略に合ったKPIが設定できます。

度の予算はその年度内に執行し完結することが原則
になっています。自治体からの補助金等への依存が
高いDMOにとって、年度をまたぐ中長期の資金調
達が課題になっています。

■ 定款　3-2
組織の基本的な事項を記載した書面で、設立のとき
に公証人の認証を受けることが必要です。一般社団
法人、一般財団法人、株式会社等の法人形態によっ
て、記載すべき必須事項（絶対的記載事項）等が定
められています。一般社団法人、一般財団法人が公
益認定を受ける際には、公益認定のために定款を変
更する必要があります。

■ 取締役　4-1-（１）
取締役は、会社法で定められている役員で、会社の
業務執行に関する意思決定を行います。取締役会を
設置する場合には最低３名の取締役が必要です。取
締役は株主総会により選任され、任期は原則２年間
と定められています。なお、新会社法になる前の商
法では取締役会を必ず設ける必要がありましたが、
現在では取締役会を設置しないことも可能で、その
場合には取締役は１名で足ります。

■ 特別徴収義務者　2-2-（２）、（３）、（４）
納税義務者から税金を一時的に徴収し、後日まとめ
て自治体に納入する者を特別徴収義務者と言いま
す。宿泊税では宿泊施設業者、入湯税では鉱泉温
泉事業者等が特別徴収義務者となっています。観光
地域で新しく税制度を導入する際には、地域の観光
事業者が特別徴収義務者となる場合が多いと考えら
れます。特別徴収義務者にとっては新しい業務負担
が発生するので、DMOとして十分な説明をし、合
意を得る必要があります。

■ 非営利型法人　3-1、3-2、3-3、3-4
公益法人認定法に基づく公益認定を受けていない一
般社団法人、一般財団法人のうち、法人税法上の
非営利型法人の要件を満たすものを非営利型法人と
いい、公益法人として取り扱われ、収益事業から生
じた所得が課税対象になります。
一般社団法人、一般財団法人の形態をとるDMOの
多くは、非営利型法人になっています。


